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I はじめに

での企業の支f苫の配置が都市の階騨分北との関部で注臣されたのは戦後の高度経済成長期に

おける広域中心部前に関する研究ιおいてであった。しかし企業の支高配訴と都市の階鴎分化との

関係は広域中心部市の問題だけに眠られたものではなく、県庁所在都市と県内の二次的中心都市の

簡の中心性の格差の現象にも認めら抗るようになってきた。したがって支自の集積状況に関する調

・分析は県庁所在都市及び東内の二次的中心都市についても広域中心都市とFti]援に実施されると区、

要があり、その結果吾比較する ζとにより、

①察庁所在都市と県内の二次的中心都市それぞれの

φ県庁所在器市と県内の二次的中心都市の支出の関ι

的結合関係が存在するか。

などの ζとが明らかになるのが日野(1986 )の研究で指摘され、山形県における支活の立地と都

;アのt査が存在するか。

上位機関と下位機菊といった階崩

市の階層性が明らかになった。しかし葺森県においてこのような研究は全くみられず、よって以下

では青森渠を調査対象として検討を行うこととする。

ところで、以下では青森県内各都市の商工会議所及び高工会の発行している「事業所名鑑Jr事
業所名簿j及び「青森県事業所名鍛」から民営の事業所で「支所jであってしかも

「事務所・営業所Jに分類之される事業所を支吉として抽出し、それを用いる。尚、保険、化粧品会

社について のみ吾対象とし、 よりは脂鑓の性格の強いものは除外した。また、管轄地

域などの諸条件について最む註格の表れやすいであろう卸売業の支活ι対して昭和63年12月にアン

ケ}トを実施し、集計したものを資料として用いる。

E対象都市の概観

対象とした都市は青森県内の 8市である。青森県の一般的な地域限分は県の中央を南北にはしる

奥羽山脈を境として西側の津軽、東側の南部と大きく二分でき、それなさらに細分すると東育、中

西北五、三八、上北、下北えよどのそれぞれの地域に分割できる。そして県内各都市は、これ

らの地械の中心的都市として位置づけられる。このように対象蔀市を概観すると、苦奈県では青森、

八戸、弘前市に支Ji5が集中しており、 また背森市と八戸市には支胞の集覆状況などにおいてそれほど

しえ互いように患われる。つまり、都子宮の階層性については青森、八回、弘前の 3市の下生

の都市として他の 5市が存在していると予想容れる。
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覇支肢の集積と構成

した に基づいて抽出した各都市の支庖数は表 1のようになり、当初の予想と り

ついては青蒜市の卓越性がみられた。ところで人口の規模ほど八戸市と弘前市に支

れなかったのは、支践を配起する場合に文自の選定にはその当該都市が部分地域

わたる営業活動の効率性の点で最適な笠置にあるかどうかが葉長な意味を持つためであろう。

表1. 支腐の業種構成 単柱:労

金融・ ザ」ピス業 各総都支岩子ち数の
保険業

8.0 11.6 100 1， 211 

14.8 12.9 4.8 100 310 

17.5 7.0 10.1 100 286 

41.1 12.8 9.2 7.8 7.1 100 141 

31. 7 8.5 23.2 8.5 2.4 100 82 

8.3 16.7 8.3 11.1 100 72 

15.0 17.4 11.6 10.1 100 69 

39.0 6.8 18.6 11.9 S盆5 100 59 

各部mの務工名鐙・ より作成

各都市の支屈の業種構成長みると〈表1) おいては卸売業が支1在 点主うるの

して訟の7都高では八四市がかろうじて卸売業が小売業よりも多いの奇除くと、いずれも小売

が最大多数を占めている。ちなみに仙台市の場合は卸売業の支庄の比率が67%もあり(日

986 )、これはつまり上位都市になるほ のよ七率が高く在ることがわかる。ところ

で 宝沢・黒石市で金融保険業が卸売業を上回っているのは、果内を

うその業種の特殊性によるものであろう。

2. 従業員規模

しなければならないとい

ついては東青地域の青森市、南部地方の八戸市、中弘事地域の弘前

下北地域のむつ市の支惑について検討した(表2) 

支出の従業員携模拡いずれの都市でも誌とんど半数が10人未満の支mであることがわかった。こ
れ安業種別にみると卸売業の支屈の従業員規模が本取す的に小さく、これに対して金融探検業及び運

輪通信業の支脂の従業員規棋は多くの従業員を必婦とする業種のために他業種に詫較して大きいと

いう結果になった。また、青森市と弘前市の構成比が似かよっているが、寄線車のそれは同市の支

癌全体に占診る卸売業支惑の比率が高いことによるもので、弘前市では小規模の小売業が多いため

と、その性質は異なるものと思われる。
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表2事 支腐の従業者規模別構成

¥ 
1~ ヰ 5~9 10 ~ 19 20 ~ 29 30 ~ 49 50 ~ 99 100 ~ 299 300 ~ 499 

人 人 入 人 人

38.9 29.9 15.2 5.8 4.8 

八戸 22.8 24.1 22.1 12.4 9.7 

弘前 36.5 26.3 16.1 8.8 7.0 

むつ 26.1 42.0 21.1 9.7 3.2 

(不明:むつ 13.弘前 1.八戸20，青森口

百青森、八戸、弘前三市の支自の特性

上 支店の管轄地域

人 人 人

3.0 1.8 0.3 

3.4 4.5 0.7 

1.0 2.5 1.4 。 1.6 c 
〉呑都市の商工名鑑・名簿より

単位:各

500日k..4311討0D 日D 

0.4 100 

O 100 

柴内各都市に立地ずる卸売業の支忌を対象にアンケ}トを実施し、調訴さ果から青森、八戸、弘

前三市の支自の管轄地域をみると(有効回答数は青森91、八戸話、弘朝28支府〉青森市の場合は

ち事?関)、青森県全域を管轄地域とする寛吉が最も多く、それ以外だと東青・下北河地域を管轄地

域とするものと津軽地方を管轄地域とするものが多少みられる。また秋朗県、岩手摂の一部惑と管轄

地域とするものもみられる。

• 100% ~鉛

瞳出 <100%口<80%
回 90~ ， <95 % 

国区，くM

85% 

o 30 
‘E ・ E・--幽幽幽幽a

取1

第 1図.腎森市の支庖の管轄地域

(アンケ…トより作成〉

日野(1986 )によると?畏全域安管轄地域とする支府の比率は業撞による変動が少怠い」とあり、

山影県と向織に青森県においても県全域を管轄地域とする支出が青森市に立地する代表的な

あるといえよう。

一方、八戸市についてみると〈第2国〉最も多いの法王八・上北地域で、次いで県全域、三八地域

と続いているο ところで八戸市には二戸市や久慈市といった岩手県北部も管轄地域とする支患がみ

られるが、これは皇室岡市よりも八戸市が道路距離で有利な位置にみ号、また二戸、久慈車よりも都

市の勢力が強いといった要国ιよるので為ろう。(筑 3表b) 
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.100 ~40 く60~毛

盟問孟， 100% 図 20 40場

回80 90 % ロく20場

国60ι くM

第2関.八戸市の支i富の管轄地域
(アンケ}トより作成)

単位:場

その能 i計! ヂを!秋田を"'~ I含む

4.3 100 17.4 8.7 

11. 1 100 14.8 11. 1 

7.5 5.0 5.0 

(アンケートより作成〉

表3a.青森市の卸売業の業種による管轄地域の構成
¥¥  

青森市

G 

5.0 

八戸市の卸売誌の諜種による管轄地域の構成 単位:労

全県 ゴ八・上北 戸、 八戸前 その能 計

11. 1 55.6 11. 1 11. 1 11. 1 100 

9.1 72.7 18.2 G G 100 

機械器具など I30.8 53.9 15.4 9 5 100 

(アンケートより作成〉

表3C. 弘前前の卸売業の業種による管轄地域の構成 :必

ト ¥全県 中弘南黒 中弘南 弘前市 その信 計
秋田を

，西北五 合む

食 料 ロEロ3 G 54.5 36.4 9.1 s o I 100 27.3 
|家底用 G 71.4 28.6 9 G G '00 s 
機械器具など 30.0 30.0 20.0 G 。20.0 100 。

(アンケ…トより作成〉
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最後に弘前市についてみると(第3[詩人

域となっている。弘前市でも

八戸市と同様の理出によるもの

いのは中弘南黒・西北五地域で、次い

県の一部を管轄地域とする支胞がみられ、にれも

.100喝 ~40 60 ~毛 c 

盟90豆， < 100% 図20 40 % 

回 80~ ， 90 % 口 20 % 
自60壬， 80 % 

第 3臨.弘前市の支庖の管轄地域
〈アンケ}トより作成)

2. 上生機関

青森、八戸、

青赤市の場合はその

支信吾註接管理している上金機関の構成についてみると〈表 a)

支癌となっている。こうしてみると青森市は支癌の管理

系列では仙台との結びつきが最も強いといえよう。一方、八戸、弘中Jf主iま膏蘇支f吾の管轄の支1吉が

互いに最も多い。つまり八戸、弘前の両市は青森市の下位都市として寄在していると患われる。乙

こで表1でみられる八戸市と弘前市の卸売業の構成の差は

原園と考えられる。また、階層関係についても管轄支庖の

純なものではないと思われる。

との管理系列の結びつきの強きが

られることにより、単

表4a 五市の支j高の上位機関]]I}構成 単位:場

結合 森 i八戸 ~t その他| 計

47.3 I I 5.5 1
 

• 1
 

ヰー4 4‘4 I 13.2 100 

21.2 I 33.3 6.1 3.0 o I 21.2 nu 
n
U
 

弘前 I17‘9 I 14.3 I 42.91 3.6 7.1 o I 14.3 100 
〈アンケ}トよ与作成〉

おける支屈の開設時期の構成をみると〈表4b )、いずれの場合も日本経第が高実経済
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に入る1955年以降に支広の進出が著しくなっている。中でも 尚度経済成長期前半

にそのピ…クを通えているのに対して青議、八戸汗ではその後半にど~ク長迎えている。また1973

イルショック以誇についてみると、さ三市ともに減少しており、支府進出の勢いが弱まったよ

う 日野(1986 )によると オイノレショック した P却吉の半数が県

はオイノレショック以後に県内 かったのではなったということより、

いだろうかと思われる。

表4b. 五市の支庖の開設時期別構成
単柱.(揺

ト¥~ 1944 1945 ~ 1954 1955 -1964 1965 ~ 1974 1975 -1984 1985 ~ + ~月 計

4.4 14.3 19.8 30.8 20.9 2.2 8.8 100 

八戸 c 6.1 27.3 36.4 12.1 3.0 12.1 100 

~1. 7.1 。 32.1 28.6 17.9 3.6 7.1 100 

アンケ}トより仲或

4. 支!古の本社の企業資本金の規模

各都市の支践の本社の企業資本金$U規模をみるとく

られた。青森市で

発以上を占めているの

全体の出張、弘前市でも

ヰc)、三市の関iこは上位機閣の

も多く、資本金 1

支庖は!千万円以上ら

いを反唆した

の企業の支活誌

が最も多く、 ! となっている。つまり 本社の

企業資本金の規撲においても青森市と八戸、弘前両市の聞に大きな差があることがわかった。

表4C. 三市の支府の本社の企業資本金規模別構成

円 10.1 1 151倍f意以来上 G .s5f信童来以構上 10震以上 50憶以上O. 詰 10 50憧未満

青森 3.3 20 .9 11.0 24.2 14.3 25.3 1.1 10C 

八戸 6.1 39.4 12.1 27.3 9.1 6調 i 01 100 

弘前 7.1 32.1 17.9 25.0 10.7 3.6 

アンケ」トよそ〕

V考察

以上、みてきたように iま1 しているが、青森市の く

が伯台を上位機関とした県外企業なのに対して八戸、弘前などの佑の都市では青森市を上位械聞と

するものが多くみちれ、これらの都市には青余市本社の県内企策の:交官が集中していると，思われる。

また、青森県において、 は東京一仙台一そして次の下位機関として青森、八戸、
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の三三市が関経度の勢力で存在すると患われたが、

れ、支忠を多く配議する場合に八戸、弘前、そ

ら

あるという地域的特性をもっUつ市が限

震という結果になった。そして上怯機関の構成からは青森甫の場合が仙台支服、仙台本社の管轄に

崩する支自が多く、八戸や弘前市では青森支!吾、青森本社の管轄に属する支!吉が多いといったよう

に各都市における支践の集績はいずれも一段上位の都市との階層的結合関係を強化するものである

ζ とがわかった。いずれにしても青森県内では支自の立地数、上位機関などから半号制すると、当初

の私の予想とは異なった、

係がみられるようである。

-弘前患の 5都市や他町村といった措層的関

本稿を作成するにあたち御指導・御助言くださいきました後藤雄三先生、水野絡先生ならむに資料

収集の療に便宜をと計っていただいた県内各都市の商工会議所・期工会、青森県庁、青森銀行、また

アンケ」トに協力していただいた各企業の方々に深く感謝致します。
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